
椹平の棚田（日本棚田百選）



農業が支える農村の地域コミュニティと多面的機能

農林水産省ホームページ

農業・農村の有する多面的機能



3Ｒ３主な改正事項（田んぼダム推進）



4Ｒ３主な改正事項



5県要綱基本方針【県独自取組】について

●農地維持

4 遊休農地発生防止のための保全管理
（立枯木等支障木の伐採・除根、野ネズミ等の駆除、
鳥獣害防止活動や樹園地における病害虫の拡散防止活動）

5 畦畔・法面・防風林の草刈り、 6 ため池の草刈り
（立枯木等支障木の伐採・除根等）

16 異常気象時の対応 （異常気象前後の見回り、応急措置）
（洪水、台風、地震、渇水、豪雪、融雪等の異常気象等）

100 融雪剤の散布

101 融雪排水のための溝きり

102 農用地の除排雪

103 水路の配水操作

104 農道の除排雪

105 ため池の配水操作

～国が定める活動指針及び活動要件の他に県が定める独自取組～

※Ｒ３改正 赤字



6県要綱基本方針【県独自取組】について

●共同

30 農用地の軽微な補修等
新たに鳥獣害防止のための防護柵の設置等

50 資源循環
（地域内で発生する果樹選定枝等を収集し、たい肥化を図ることや木質バイオマス燃料、
家畜敷きわら代替、農業用土壌改良剤等への活用を図ること）

●長寿命化
61 水路の補修、62 水路の更新等

（ポンプには、小屋等の保護施設や貯水槽等の付帯施設を含む）

62 水路の更新等
（ （山間部の用水路等）蓋の設置、（排水路）法面保護施設の設置）

106 取水施設の補修（堰、取水口、井戸等） 111 スプリンクラーの補修（畑地かんがい施設）

107 ため池の浚渫 112 スプリンクラーの更新（畑地かんがい施設）

108 給排水施設の補修 113 進入路の補修

109 給排水施設の更新 114 進入路の更新等

110 暗渠排水の補修 115 取水施設の更新（堰、取水口、井戸等）

～国が定める活動指針及び活動要件の他に県が定める独自取組～

※Ｒ３改正 赤字



樹園地おける病害虫の拡散防止活動等

定期的な病害等の発生状況調査等の実施により、近隣の園地にも被害が拡大する可能性がある病害等を早期発見するこ
とで、拡散を防止し、農用地を保全管理する。

定期的な発生状況把握調査の実施による早期発見

地域ぐるみの取組み

・活動組織で樹園地を回り病害箇所の確認等

（日当等）
多面的機能支払
農地維持支払
遊休農地発生防止の保全管理

被害拡大防止及び農地の保全

腐らん病
胴枯病等
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受入事業者

選定枝の収集、受入事業者までの運搬費
↓

資源向上支払（共同活動）農村環境保全活動
資源循環 地域資源の活用・資源循環のための活動

（収集）

（運搬）

木質バイオマス発電燃料

家畜敷きわら代替品

農業土壌改良剤

発電

農地

果樹剪定枝の資源循環

剪定枝をチップ化・加工し、
様々な資源循環へ活用

8



9県要綱基本方針【広域協定の規模】について

●広域協定の対象区域が六法指定地域の場合

（離島、特別豪雪地帯、振興山村、半島振興、過疎、特定農山村）

50ha以上 又は 3集落以上

●広域協定の対象区域が六法指定地域以外の場合

200ha以上



① 上限額500万円未満

○水路
○農道
○受益面積2ha未満のため池

農業農村整備事業管理計画を見直しても予算規模等から5年以内の事業化が困難な場合

② 上限額800万円未満

○受益面積2ha以上のため池

農業農村整備事業で事業化が困難な場合

県要綱基本方針【長寿命化】について

●200万円/工事以上が可能となる場合



長寿命化の工事1件あたりの上限額について



■ 事業計画の認定

長寿命化にかかる工事１件の考え方と長寿命化整備計画書作成の必要性

・山形県が定める要綱基本方針において、工事１件当たりの上限額500万円未満に引き上げています。
・ イメージ図は、水路の更新・補修の場合。不明な点については、市町村、県にお問い合わせください。

パターン① 異なる路線別に補修工事・更新工事を一括で発注（450万円）

B.水路ひび割れ
補修工事
(110万円)

C.水路更新
工事

(190万円)

A.水路破損部
補修工事
(150万円)

パターン② 同一路線で連続していない箇所の補修工事・更新工事を一括で発注（220万円）

B.水路ひび割れ補修工事
(110万円)

A.水路ひび割れ補修工事
(110万円)

パターン③ 同一路線で水路の補修・更新を年度ごとに分割して発注（760万円）

A.○○年度
水路更新
その１工事
(190万円)

B.○○年度
水路更新
その２工事
(190万円)

C.□□年度
水路更新
その３工事
(190万円)

D.□□年度
水路更新
その４工事
(190万円)

【工事１件の考え方】
A,B,Cそれぞれ工事１件としてカウント
する。

【長寿命化整備計画書の作成】
A,B,Cとも作成不要。

【工事１件の考え方】
工事箇所の間隔が離れていれば、
別工事とする。よってA,Bそれぞれ工
事１件としてカウントする。

【長寿命化整備計画書の作成】
A,Bとも作成不要。

【工事１件の考え方】
連続しているA,B,C,Dは、4つまとめて工事１件
（A+B+C+D）としてカウントする。

【長寿命化整備計画書の作成】
ただし、全体を工事１件として考えるものの、要綱基
本方針に定められた上限額500万円の要件を越えて

いることから、長寿命化の活動の対象外となり、他事
業で実施すること。

※活動の手引きより

※ 原則200万円以上の工事は、他事業で実施すること



多面的機能支払交付金から他事業へ移行した事例
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17山形県の取組状況



18県要綱基本方針【県独自取組】について活動の継続について（意向調査）
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11％

継続

83%
560組織

断念
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12組織
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Ｒ５終了後のＲ６再認定について（組織数）
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19県要綱基本方針【県独自取組】について活動終了予定組織の農用地面積について
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約600ha減

活動継続のため課題解決に向けて動いている地区があります



●活動継続のため

・広域組織化

・改良区と活動組織の連携・強化

●災害への応急対応

●田んぼダム

●長寿命化工事の他事業活用

20本日の研修会

【広域組織単位（例）】



・全国的に農作業中や多面の活動中の事故が年々増加傾向にあります。

・事故があった場合には、市町村を通じて、県に速やかに報告をお願いします。

21活動中の安全について

※「多面的機能支払交付金共同活動の安全のしおり」より

活動にあたっては、参加者一人一人が事故防止の意識を持つことが大切です。

活動を行う前に、必ず保険に入りましょう。



○ 本地域は、山形県の南部に位置する水田地帯。水路等は造成後４０年以上経過し、地区内の
水路の多くが未装工で、維持管理に苦慮していた。平成１９年度から農地・水保全管理支払交付
金（現：多面的機能支払交付金）に取り組み、地域ぐるみで水路等の保全管理を開始。

○ 多面的機能支払交付金の施設の長寿命化対策活動により、計画的に水路の更新等を行うこ
ととしていたが、地区内には要望水路が多く、調整に苦慮していた。広域活動組織になることに
より、農地耕作条件改善事業の実施主体となることができ、事業に取り組んだ。

○ 水路の更新等を、多面的機能支払交付金から団体営事業に移行にすることにより、実施時期
を２年前倒しして着手することができた。また、実施期間を２か年から１か年に短縮することがで
き、発注・契約等に係る事務作業の負担が軽減された。

鍋田広域資源保全隊（山形県南陽市）

取組内容 取組の効果

広域化を契機とした長寿命化活動の一部を他事業へ移行

なべた

図表や写真を添付（図
表や写真に対する説
明付き）

活動開始前の状況や課題

○ 保全管理する施設が多く、造成後40
年以上が経過し、老朽化により維持管
理が困難な状況。また、農業者の高齢
化の進行により、農業者だけによる施
設の維持管理が困難な状況。

○ このため、平成１９年度から農地・水
保全管理支払交付金に取り組み、地域
の共同活動によって、水路等の保全管
理を実施。

○ 施設の長寿命化活動において、地区
内には更新要望水路が多く、調整に苦
慮していた。

○ 施設の長寿命化活動の取組みでは、
農業者等が補修等の技術を学び、自ら
作業を行うことで、補修等に係る費用の
縮減と、地域で継続的なメンテナンスが
できる体制を整備。

○ 水路更新の要望が多く、計画期間の５
年間で対応できる水路更新には限界が
あるため、一部の水路を広域組織が実
施主体になれる農地耕作条件改善事業
（定額助成）で整備。

共同活動による水路の土砂上げ

【実施時期の前倒しと期間短縮】

〇 多面的機能支払交付金では、令和４、５
年度の２か年にわたり水路更新する計画
であったが、農地耕作条件改善事業に移
行することで、令和２年度の１か年で実施
でき、実施時期の前倒しと期間短縮するこ
とができた。

【事務の軽減】

〇 １か年で水路更新が完了できたため、見
積徴収や契約に係る事務作業が１回で済
み、事務負担の軽減を図ることができた。

【地区概要】
・取組面積 13,127ha

（田10,795ha、畑2,33ha）

・資源量 開水路42.9km、農道18.4km

・主な構成員
農業者、非農業者、土地改良区、 維
持管理組合等

・交付金 約４．７百万円（R元）

農地維持支払
資源向上支払（共同・長寿命化）

整備前の水路 整備後の水路



○本地区では、平成１９年度から、農地・水・環境保全向上対策の取組みを開始。以前は、地区で資金を集金し
活動していたため、事業開始後は活動の幅が広がり、農村環境保全活動を通じ、非農家の活動参加も増え、
地域活性化に繋がった。

○電気柵や、棚式の果樹が多く、冬期間、降雪があった際は、倒壊防止のため、雪下ろしが必要であり、毎年農
道の除排雪は欠かせない。平成２８年度に豪雪で、棚式の果樹が倒壊したことで、効果的な除排雪対策を検
討してきた。

○当組織は、連絡体制や役割分担等、除雪体制を確立しており、現在では豪雪による農作物被害を最小限に抑
制出来るようになった。

原口地域保全会（上山市）

今後の課題

地域共同活動による農道の除排雪
【地区概要】
・取組面積 62.4ha
（田 26ha、畑 36.4ha）

・資源量 開水路 10.1km 農道 6.4km 
・主な構成員
農業者、自治会、女性会、子供会
水土里ネット

・交付金 約 3.5百万円（R2）

農地維持支払 約1.5百万円
資源向上支払（共同、長寿命化）

約2百万円

今後、活動組織において、高齢
化に伴う担い手不足が考えられ
る。

除雪作業においても同様であ
り、担い手確保が課題となってい
るが、冬期間の農用地の保全管
理は必要であり、世代交代を含
め、組織として除雪体制の安定化
を目指し、組織内の支え合いを大
事にしていきたい。

はらぐち かみのやまし

【除排雪の状況】
構成員所有の除雪機能の付
いたトラクター６台と地元オペ
レーター６名、誘導員６名で除
雪作業を実施。

【除雪時の安全対策】
オペレーター１人に、誘導員を
１～２人付け、周りに人がいな
いこと、障害物、脱輪等を確認
しながら作業している。また、こ
まめに休憩を取り、作業時以
外はエンジンを停止する等、安
全対策には万全を期している。

除排雪体制の構築

【冬期間の豪雪被害】
○H28年度 棚式果樹倒壊

・雪の重さで果樹棚の支柱折
れや、傾きが見られ、農作物
に影響。

【除排雪のポイント】
○降雪前、除雪機の保守管

理を実施
○除雪経路を定めておく
○除雪作業の支障となるも

のを移動

・組織内で、農道除排雪の重
要性を改めて感じ、迅速な対
応に向け、効果的な除排雪対
策を検討。
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高めよう 地域協働の力！ 
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